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1． はじめに 

消費者教育については、消費者庁（2023）は「消費者教育の体系イメージマップ」（消費

者庁 2013）に基づき対象領域ごと発達段階ごとに整理し、「学校、地域、家庭、職域等のラ

イフステージに応じ（中略）継続的な学びと考える力の獲得を支援することが重要」であり、

「家庭は、子どもに対して保護者（親など）が小遣いの与え方を考え、買物を手伝わせる」

ことが望ましいとしている。国や地方公共団体は、家庭教育を支援するため、公民館や図書

館などで情報提供を行っているとしているが、家庭への支援は限定的で、地域との連携がさ

らに求められると考える。地域における消費者教育の一つに、「『こどものまち』日本型『ミ

ニ・ミュンヘン』」（小田・東 2019）がある。「こどものまち」は、2020 年の主催者団体調

査では全国に約 320 の地域で開催されている（番匠・岩室 2022）。 

筆者らは、東京都町田市の「こどものまち」である「ミニまちだ」に着目した。前述の「消

費者教育のイメージマップ」の小学生の重要項目である、「物や金銭の大切さに気づき、計

画的な使い方を考えよう、お小遣いを考えて使おう」に基づき、「ミニまちだ」における児

童の模擬通貨のやり取りを、より楽しく可視化した教材を開発し、実行委員児童が客である

当日参加児童に対して教材を運用することで、児童が児童に消費者教育を提供した、さらに、

児童が教材を家庭に持ち帰ることで、家庭での消費者教育のきっかけとした。それらの効果

を調査し、実践モデルを構築するための検証を行った。 

2． 教材開発と運用 

筆者らは、学内で募った 5 名の学生と共に 7 回のミーティングを実施し、「ミニまちだ」
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で、児童がやり取りする、領収書シールと給料シール、そのシールを貼る通帳を開発した。

通帳は、A４の紙製で、四つ折りにする作業は、社会福祉法人せたがや樫の木会世田谷区立

下馬福祉工房に発注した。学生らが「ミニまちだ」に福祉共創の実践的な学びを伝えた。「ミ

ニまちだ」当日（2025 年 10 月 11 日・12 日）に、実行委員児童が教材を運用した。 

3． 調査と結果 

筆者らは、「ミニまちだ」に参加した児童の保護者に対して、アンケート調査を実施した

（有効回答数 94 件）。本教材を「見た」とする保護者は、回答者の 53 人（56.4％）で、そ

のうち 24 人（45.3％）が家庭で消費に関わる会話をし、行動変容があった。これは、教材

を「見ていない」とする保護者よりも 28.2 ポイント高かった。一方、「ミニまちだ」の調査

によると、当日参加児童への調査（有効回答数 69 件）では、当日参加児童の、60 人（87.0％）

の児童が、「通帳にシールを貼ることが楽しかった」と回答し、理由として、44 人（73.3％）

が「お金の出入りがわかる」と回答した。「次回も通帳にシールを貼りたい」とする児童は

43 人（62.3％）だった。実行委員児童 24 人への調査では、シールの提供（教材運用）で楽

しかったとする回答は、10 人（41.7％）だった。「教材を使ってよかった」また、「次回教

材を使いたい」とする回答は 8 人（33.3％）に留まり、実行委員児童からは、「シールを貼

るのが面倒だった」「大変だった」と回答があった。なお、本研究は、昭和女子大学の人を

対象とする研究に関する倫理審査委員会の承認を得て行った（承認番号 25‐54）。 

4． 考察と展望 

保護者への調査では、児童が教材を持ち帰ったことにより、一定数は、家庭での消費者教

育のきっかけになったことがわかった。当日参加の児童も、お金の出入りを意識しつつ教材

を楽しんだ。ただ、教材を運用した実行委員児童には、負担が大きかった。従って、今年度

は、実践モデルを効果的に構築するまでには至らなかった。今後は、参加学生数の拡大を図

るとともに、児童への負担が少ない教材への改良や、児童に対する事前教育の工夫などが必

要であると考えられる。次年度は、これらの課題の解決に向けて取り組んでいきたい。 
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